
乃げ 繁之 デ壷鱗 ダメ   
老ペイ 

労働保険審査会第 査 長殿   
労働基準局賃金時間課長 

歩合給の平均賃金の 計算基礎への 算入について ( 回答 ) 

平成 14 年 f2 月 18 日付けをもってご 依頼のあ りました標記の 件について、 下 

記 のとおり回答いたします。 

- 己 

① 平成 10 年賃金労働時間制度総合調査により、 主な賃金形態 別 企業割合 致 

をみると、 建設業においては、 定額制 ( 時間給、 日給、 月給、 年俸 制 ) を 採 

崩 している企業割合は 99. 3% であ る一方、 出来高払い制 ( 定額制干出来高 

給、 出来高給 ) を採用している 企業割合は 0 ． 7% となっている。 不動産業 

においては、 定額制を採用している 企業割合は 98. 6% 。 、 出来高給を採用し 

ている企業割合は 1 。 4%0 となっている。 

② 本件歩合給 ( 以下、 単に「歩合給」という。 ) を平均賃金の 算定基礎に含め 

るか否かほついてば、 労働基準法 ( 以下「労基法」という。 ) 第 12 条の規定 

に 基づき平均賃金の 算定基礎から 除外する賃金に 該当するか否かによって 

判断するものであ る。 

平均賃金 は 、 算定事由発生日において、 労働者が現実に 受け、 又は受ける 

ことが確定した 賃金によって 算定すべきものであ る。 本件の場合、   

労働者が現実に 受けた歩合給を 労基法第 12 条第 1 項 

の 「算定すべき 事由の発生した 日以前三箇月間にその 労働者に対し 支払われ 

た賃金の総額」から 除外することはできない。 

 
 

 
 

 
 



③ 歩合給ば、 「営業社員給与規定」に 基づいて支払われることになっており、 

かつ、 支給事由の発生は 通常業務の範囲内のものであ ることから、 「臨時的、 

突発的な事由に 基づいて支払われたもの」又は「支給事由が 不確定であ り、 

か つ 非常に稀に発生するもの」のいずれにも 該当せず、 労基法第 f2 条第 4 

項に規定する「臨時に 支払われた賃金」には 該当しないものと 考える。 

④「 3 箇月を超える 期間ごとに支払われた 賃金」に該当するか 否かほついて 

  労基法第 12 条第 4 項に規定する「 3 ケ 月を超える期間ごとに 支払われ 

る賃金」に該当するか 否かの判断に 当たっては、 当該賃金の計算期間によ 

って個別に判断するものであ る。 
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に支払われる 賃金」に該当する 可能性 は あ るものと考える。 

b 「 3 ケ 月を超える期間ごとに 支払われる賃金」に 該当するか否かほ つ い 

ては、 同種の賃金についてその 支給間隔を年平均で 判断するものではなく、 

当該賃金の計算期間によって 個別に判断するものであ るから、 公務員の期 

末手当のように 3 月、 6 月、 工 2 月に支払われるものであ って、 計算期間 

がそれぞれ 3 ケ月 、 3 ケ月 、 6 ケ 月であ る場合は、 3 月と 6 月に支給され 

るものは「 3 ケ 月を超える期間ごとに 支払われる賃金」には 該当ぜず 、 

1 2 月に支給されるものだけが「 3 ケ 月を超える期間ごとに 支払われる 賃 

金 」に該当するものであ る。 

  本件については、 支払状況から、 個別の支払ごとに「 3 ケ 月を超える期 

間ごとに支払われる 賃金」に該当するか 否かを判断すべきものと 考える。 

d  局 賃金重 は 、 「結果として 支給期間が 3 ケ 月を超えており、 この手当にっ 

いては、 平均賃金の算定基礎には 含まれないものと 判断する。 」との意見で 

あ るが、 「 3 ケ 月を超える期間ごとに 支払われる賃金」に 該当するか否かに 

ついては、 当該賃金の「計算期 卸 によって判断するものであ り、 局 賃金 

重 が 「平均的に支払状況をみて」判断したものとは 考えられない。 歩合給 



は 、 その計算期間が 3 ケ 月を超えるものであ ると考えられ、 昭和 2 6 年 1 

1 月 1 日付け 基 登第 1 6 9 号を引照する 余地 は あ ると考えている。 
 
 

  

局 賃金重 は 、 平成田 年 Ⅰ 月俺 日から 平 

に 支払われた歩合給の 計算期間がすべて 

し 、 「結果として 支給期間が 3 ケ 月を超えている」と 判断したものと 考え も 

れる。 
舌
上
 本件については、 

えられ、 審査官の意見は 妥当であ ると考えている。 

g 本件の歩合給の 計算期間についてば、 事業場における 賃金の定めと 支給 

実態により総合的に 判断すべきであ るが、 

考える。 

⑤ ④の a 及びどから、 「 3 ケ 月を超える期間ごとに 支払われる賃金」に 該当 

する場合があ るものと考える。 

⑥ 労基法第は 条 第 4 項においては、 平均賃金の算定に 当たって、 算定事由 

の発生の時期によって 平均賃金に著しい 高低を生じるおそれがあ る等」のた 

め 「 3 ケ 月を超える期間ごとに 支払われる賃金」等 は 、 賃金の総額には 算入 

しないことを 規定している。 本件について、 歩合給を平均賃金の 算定に含め 

るかどうかについてば、 個別の支払状況をみて「 3 ケ 月を超える期間ごとに 
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と 考えるのが妥当と 思われる。 

こ支 

払われた歩合給のうち、 算定期間が 3 ケ 月を超えるものについては、 労基法 

第 12 条第 4 項に規定する「 3 ケ 月を超える期間ごとに 支払われる賃金」に 
" テ " """" 

該当することから、 平均賃金の算定から 除外することが 適切であ るものと 者 

える。 

 
 




